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全　般
	[bookmark: _Toc509926864]１　なぜ学校が主体でマニュアルを作成するのか。


避難所の運営については、災害対策基本法第86条の6のとおり、一義的には市町の防災担当部局等が責任を負うものです。
しかしながら、これまでの大規模災害の経験を踏まえれば、発災直後には市町防災部局等の被害状況の把握に追われるほか、道路だけではなく通信、電気、ガス、上下水道をはじめとしたライフラインの寸断等により、現実的には市町の防災担当部局等が直ちに避難所運営の十分な体制を整えることが困難であること等もあり得ます。そのため、今後も、発災から一定期間は学校の教職員が施設管理という点を踏まえて避難所の協力を可能な限り行わざるを得ないことが予想されますが、教職員が避難所運営に協力し、円滑に防災担当部局等又は住民の自主運営へと移行すれば、早期の学校再開につながり、児童生徒等が日常生活をいち早く取り戻すことができます。


学校が主体となる理由
（１）市町職員がすぐに避難所へ駆けつけることが難しい状況が想定されるため。
・　南海トラフ地震は、突発的に起こり、広域で大規模な被害となる恐れがある。
・　市町防災部局等は、被害状況の把握に追われる。
・　道路だけではなく通信、電気、ガス、上下水道をはじめとしたライフラインの寸断等により物理的にたどり着けない。

（２）学校の実情に併せたマニュアルであることが必要なため。
・　教職員数等にあわせた体制の整備
・　施設にあわせた配置計画
・　地域の自主防災組織の状況を踏まえた住民主体の運営への移行


	【災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）】
（避難所における生活環境の整備等）
第八十六条の六　災害応急対策責任者は、災害が発生したときは、法令又は防災計画の定めるところにより、遅滞なく、避難所を供与するとともに、当該避難所に係る必要な安全性及び良好な居住性の確保、当該避難所における食糧、衣料、医薬品その他の生活関連物資の配布及び保健医療サービスの提供その他避難所に滞在する被災者の生活環境の整備に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。






	[bookmark: _Toc509926865]２　平成29年1月20日付け文部科学省初等中等教育局長通知「大規模災害時の学校における避難所運営の協力に関する留意事項について」の概要について


１．学校が避難所となった場合の運営方策について
（１）教育委員会及び学校は、市町から避難所として指定されているか否かに関わらず、学校が避難所となった場合を想定して、学校避難所運営方策（※避難所運営マニュアルの作成とします。）の検証・整備を行うこと。
（２）学校避難所運営方策において定めておく内容について。
（３）訓練を行う等の検証等を通じて、不断の見直しを行うこと。
（４）防災担当部局と協力して、自主防災組織等の関係機関と共有を図るよう努めること。

２．学校の組織体制の整備について
発災時の学校の組織体制の在り方と校長を責任者として核となる教職員を中心に学校安全や防災を推進する体制を検証・整備し、役割分担を明確にすること。

３．災害時における教職員の避難所運営への協力業務と教職員の意識の醸成について

４．教職員が避難所運営の協力業務に従事した場合の服務上の取扱いについて
避難所となっている学校の教職員が災害時に避難所運営の協力業務に従事することについては、当該学校の管理業務の一環を担っているものと考えられ、服務上の職務として取扱い、当該職務に係る補償や賠償は通常、公務災害補償や国家賠償等の対象となる。

５．防災担当部局等との連携・協力体制の構築

６．地域との連携・協力体制の構築について
大規模災害において、学校における避難所運営が長期化する場合には、地域住民の自主的な活動が極めて重要である。

７．教育委員会間の連携・協力体制の構築について

８．教育活動の再開について





	[bookmark: _Toc509926866]３　避難所として指定されていない学校でも、避難所運営マニュアルを作成しなければならないのか。


これまでの災害でも、指定避難所以外の施設を避難所として使わざるを得ない状況、また、指定されていない施設に地域住民が集まることは発生してきました。特に、学校や公民館などは避難所であるという認識を持つ住民が多いと考えられます。
そのため、住民等が学校へ避難してきた場合の対応についてマニュアルを作成し、対応を事前に定めておくことが必要だと考えます。

なお、避難所に指定されていない学校での作成にあたっては、事前に地域の団体と避難所の運営体制等について話し合うことは必要ないかと思います。

学校で定めておく内容
・　避難者が学校に避難してきた場合の対応
・　避難者を受け入れるかどうかの判断基準
・　受け入れることとなった場合の施設の利用計画

	【避難所として利用できない施設について（津波浸水の危険がある場合など）】
学校に留まらず、津波警報等が解除されるまでは安全な避難場所へ避難し待機してください。
なお、避難の際には誤って学校へ避難してくる避難者の可能性にも留意してください。例えば、校門に張り紙をした上で学校から避難し、教職員自身を含め学校に残ることのないようにする。







	[bookmark: _Toc509926867]４　学校で定めている安全管理マニュアル等との関係性はどうなるのか。


各学校では、これまでに県保健体育課が平成20年3月（平成23年7月改定）に作成した学校の地震防災対策マニュアル（例）に沿って、地震防災対策についてのマニュアルを作成しているところだと思います。
各学校において作成をしていただきたい「避難所運営マニュアル」は、地震防災対策マニュアルにおいて、学校災害対策本部の設置時の『避難所支援班』の役割の詳細を定めるものです。
特に、児童生徒等が在校中に学校が避難所となり、児童生徒等と教職員の安否確認や避難誘導等と同時に避難者対応を行えるように体制を整備します。また、迅速に避難所を開設し、地域住民等主体の運営に円滑に引継ぐことを目的とします。


	[bookmark: _Toc509926868]５　現計画では、全教職員が児童生徒対応に割り振られているがどうしたらよいか。


大規模災害時の発生時における学校の教職員の第一義的な役割は、児童生徒等の安全確保とともに、児童生徒等の安否確認と学校教育活動の早期正常化に向けて取組むことです。
しかしながら、避難者への対応を同時に行わざるを得ないことを予想し、避難者対応を行う担当者を決めておくことで、児童生徒等の安全確保を行う教職員が職務に専念できると考えています。

避難者対応人員（最小案）
最小でも、以下の役割をするための4名は避難所担当者を選出してください。
①　施設の安全点検実施者　（2名※複数人で行うことが望ましい。）
②　校門等での避難者の誘導　（1名）
③　避難者の対応（安全確認ができるまで屋外での待機を指示）　（1名）
→　安全点検後は、避難者等の協力を得ることで、開設準備をする。


	[bookmark: _Toc509926869]６　台風等風水害時の対応について


台風等風水害時は、避難所開設前に、事前に自治体職員等が参集し、開設準備等に当たることができるような体制が整備されているところです。
なお、このような場合に、開設準備等に学校教職員が協力することは、避難所運営の訓練にもなるのではないかと考えます。




個別事項について
	[bookmark: _Toc509926870]１　手順として、市町や地域でマニュアルを作成していない場合は、学校で案を作成していくこととなっているが、避難所運営の素案は、市町若しくは地域が作成し、そこに学校がどうかかわっていくかを整理した方が、避難所運営を住民主体の運営体制へ移行するのも円滑になるのではないか。


素案を作成する組織は、市町、地域、学校のどの団体も主となることができます。
しかしながらマニュアルの中でも、特に、施設の利用計画や学校実施日の昼間の避難所初動対応は、学校が中心となって考えることが必要だと思います。
[bookmark: _GoBack]また、学校近隣で自主防災組織が複数結成されているような場合では、リーダーシップをとる組織がない場合、地域が主導して複数の組織が関連する体制を検討することは中々難しく、作成を待ち続ける間は、いつまでも学校の体制が固まらない状態になってしまいます。


	[bookmark: _Toc509926871]２　鍵の管理について、市町防災部局と話し合い、地域の団体に鍵を預けるという判断をすることは可能なのか。


市町教育委員会や学校ごとの判断によるかとは思いますが、例えば、学校開放のために体育館の鍵を地域の方が保有している場合、その方に災害時の鍵の対応について話しておくことも有効だと考えます。


	[bookmark: _Toc509926872]３　避難所開設の判断は、学校が行うのか。


基本的には、避難所は市町からの要請に基づき開設するものですが、通信の遮断等により、市町からの避難所開設要請が間に合わない、または市町に確認ができない場合の避難所開設は、学校長又はあらかじめ学校防災マニュアル等で定めた統括者の判断により行うこととします。





	[bookmark: _Toc509926873]４　学校側が近隣の避難所の情報（避難所までの道路事情を含む）をどう収集するのか分かるとよい。


①　事前に、近隣にどこに避難所があるか、また連絡先等を把握しておく。
②　通信環境を確認する
・携帯電話は、通信会社が異なれば利用できることもある。避難者にも協力を求めて、複数の通信会社の利用も試してみる。
・防災用の無線や衛星電話があれば活用する。
③　通信機器等が使用できない場合は、避難者からの情報収集や伝令役を送り情報収集する。


	[bookmark: _Toc509926874]５　早急に行動を起こす必要があるので、避難所運営委員会が主体となるのは難しいのではないかと思われる。


避難所運営員会が主体となるのは、ある程度開設準備ができて、一定落ち着いた状況になるかと思います。
また、避難所運営委員会（地域住民）主体の運営にスムーズに移行するためには、あらかじめ地域住民との話合いにより、共通認識をもっておくことが有効だと考えています。


	[bookmark: _Toc509926875]６　学校の代表者は管理職になると思うが、活動班の構成員が少しイメージしにくい。


避難所運営委員会による運営になった段階での活動班の構成員は、地域の自主防災組織や避難者が担います。学校教職員で避難所支援ができるようになった者は、各活動班の活動を支援してください。


	[bookmark: _Toc509926876]７　居住班が活動班と別枠になっているのは何か理由があるのか。


「学校における避難所運営マニュアル作成の手引き」で示している体制図は、地域の自主防災組織で事前に活動班の担当者を決めている場合のイメージです。
地域の自主防災組織等で役割分担が決められない場合などでは、避難者で構成する居住班が活動班となることもできます。



	８　夜間休日の場合


教員が参集した場合の状況は、以下の場合が考えられます。
（１）①地域住民が避難してきている。②自治体職員も到着している。
→　自治体職員から状況を把握し、避難所開設を支援する。併せて、教職員の安否確認等を行う。
（２）①地域住民が避難してきている。②自治体職員が到着していない。
→　地域住民に安全が確認できるまでは、屋外で待機するよう指示し、安全確認を行う。
（３）①地域住民が避難していない。②自治体職員が到着していない又はいる。
→　安全確認を実施後、市町に避難所開設の判断を仰ぐ。

※　夜間の場合は、照明の確保に努める。


	[bookmark: _Toc509926877]９　避難所検討会として話し合いの場を設定しなくても、地域連携協議会等の場を活用してもよいのでは。


既存の会議等を活用できる場合は、活用してください。その際、自主防災組織などの地域で防災活動に取り組む団体が参画できるよう、市町防災部局に相談し調整してください。





	[bookmark: _Toc509926878]１０　市町の担当課


各市町の防災担当部局は、以下のとおりです。
	市　　　町
	担　当　課
	T　　E　　L

	高松市
	危機管理課
	087-839-2184

	丸亀市
	危機管理課
	0877-25-4006

	坂出市
	危機監理室
	0877-44-5023

	善通寺市
	防災管理課
	0877-63-6338

	観音寺市
	危機管理課
	0875-23-3940

	さぬき市
	危機管理室
	087-894-115

	東かがわ市
	危機管理課
	0879-26-1235

	三豊市
	危機管理課
	0875-73-3119

	土庄町
	総務課
	0879-62-7000

	小豆島町
	総務課
	0879-75-1700

	三木町
	総務課
	087-891-3301

	直島町
	総務課
	087-892-2222

	宇多津町
	危機管理課
	0877-49-8027

	綾川町
	総務課
	087-876-1906

	琴平町
	総務課
	0877-75-6700

	多度津町
	総務課
	0877-33-1110

	まんのう町
	総務課
	0877-73-010






モデル校の作成事例について
	[bookmark: _Toc509926879]１　モデル校の作成事例の特徴について



①　高瀬高校の作成例
【学校の状況】
・　児童生徒等の対応に担任があたることとした場合でも、複数人教職員がいる。
【自主防災組織の状況】
・　学校の近隣で自主防災組織が結成されているが、それほど活発に活動してはいない。
【マニュアルの方針】
・　教職員で、初動対応をするためのマニュアルを作成する。
・　活動班に併せて教職員の役割を設定している。
・　各班のマニュアルは、初動期は詳細を記載し、展開期以降は概要としている。
・　展開期以降は、三豊市が作成している「三豊市避難所管理運営標準マニュアル」を活用し、地域住民主体の運営に移行する。


②　牟礼南小学校の作成例
【学校の状況】
・　児童生徒等の対応に担任があたることとした場合、教職員がほとんどいない。
【自主防災組織の状況】
・　学校の近隣で自主防災組織が結成されており、活発に活動しているが、避難所運営についての検討はまだ進んでいない。
【マニュアルの方針】
・　避難者の協力を得ながら、初動対応をするためのマニュアルを作成する。
・　また、自主防災組織への運営の移行手順を明記している。
・　事前に知識等のない避難者からの協力を得るためにアクションカードを作成している。
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各校のマニュアルの主な構成
①　目的
②　避難所運営の全体像の把握
③　役割分担の設定
④　初動体制の整備、初動対応の把握
⑤　施設利用計画の作成
⑥　備蓄物資等の状況
⑦　各活動班の活動マニュアル
・モデル例をひな形として、設定する活動班の編成に併せて、追加・削除等してください。
⑧　各種様式
・各市町での指定がない場合は、モデル例を参考にしてください。（※各市町防災部局においては、避難所から災害対策本部への報告に必要な様式等を統一して設定するよう努めてください。）
⑨　避難所におけるルール
・モデル例を参考にしてください。
⑩　その他参考資料


住民主体の運営への移行
（１）事前に地域の自主防災組織等と話し合うことができる場合。
・　地域の団体で役割及び運営の移行について決めておく。
・　参考例：牟礼南小学校作成例、高知県避難所運営マニュアル作成例、熊本市避難所開設・運営マニュアル
（メリット）・実動訓練が実施しやすい。
・住民主体の運営への移行がスムーズにできる。

（２）まだ、地域の団体と話し合うことができない場合。
・　誰でも、活動できるようにする。
・　参考例：高瀬高校作成例＋三豊市避難所管理運営標準マニュアル、仙台市避難所運営マニュアル
（課　題）・実働訓練が難しい。
・発災時に、住民の協力が得られるかは分からない。
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